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what'swhat's
Invoice?Invoice?「
イ
ン
ボ
イ
ス
」と
は
？

イ
ン
ボ
イ
ス
と
は
、「
適
格
請
求
書
」の
こ
と
。

　

適
格
請
求
書（
イ
ン
ボ
イ
ス
）と
は
、
売
り
手
が
買
い
手

に
対
し
て
、
正
確
な
適
用
税
率
や
消
費
税
額
等
を
伝
え
る

も
の
で
す
。（
レ
シ
ー
ト
や
請
求
書
な
ど
呼
び
名
は
さ
ま
ざ

ま
で
す
。）

　
具
体
的
に
は
、
現
行
の「
区
分
記
載
請
求
書
」に「
登
録
番

号
」「
適
用
税
率
」「
税
率
ご
と
に
区
分
し
た
消
費
税
額
等
」の

記
載
が
追
加
さ
れ
た
書
類
や
デ
ー
タ
の
こ
と
を
い
い
ま
す
。

【
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
】

●
売
り
手
側

　

売
り
手
で
あ
る
登
録
事
業

者
は
、
買
い
手
で
あ
る
取
引

相
手（
課
税
事
業
者
）か
ら
求

め
ら
れ
た
と
き
は
、「
イ
ン

ボ
イ
ス
」を
交
付
し
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
交
付
し
た「
イ
ン

ボ
イ
ス
」の
写
し
を
保
存
し

て
お
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

●
買
い
手
側

　

買
い
手
は
仕
入
税
額
控
除

の
適
用
を
受
け
る
た
め
に
、

原
則
と
し
て
、
取
引
相
手（
売

り
手
）で
あ
る
登
録
事
業
者

か
ら
交
付
を
受
け
た「
イ
ン

ボ
イ
ス
」の
保
存
等
が
必
要

と
な
り
ま
す
。

現
在
、
一
般
に
使
用
さ
れ
て
い
る
請
求
書
に
、
記
載
内
容
が
追

加
さ
れ
ま
す
。

※
追
加
さ
れ
る
部
分
は
赤
文
字
。

【�

適
格
請
求
書（
イ
ン
ボ
イ
ス
）に
記
載
す
る
も
の
】

・
発
行
事
業
者
の
名
称

・
発
行
事
業
者
の
登
録
番
号

・
取
引
年
月
日

・
取
引
内
容

・
税
率
ご
と
に
合
計
し
た
額

・
適
用
税
率

・�

税
率
ご
と
に
区
分
し
た
消
費
税
額
等

・�

書
類
の
交
付
を
受
け
る
事
業
者
の
名
称

【�
適
格
簡
易
請
求
書（
簡
易
イ
ン
ボ
イ
ス
）に
記
載
す
る
も
の
】

・
発
行
事
業
者
の
名
称

・
発
行
事
業
者
の
登
録
番
号

・
取
引
年
月
日

・
取
引
内
容

・
税
率
ご
と
に
合
計
し
た
額

・
適
用
税
率
ま
た
は�

税
率
ご
と
に
区
分
し
た
消
費
税
額
等

事
業
者
の
皆
さ
ん
、

消
費
税
に
関
す
る
請
求
書
が
変
わ
り
ま
す
！

※�

不
特
定
多
数
の
者
に
対
し
て
販
売
等
を
行
う
小
売
業
や
タ
ク
シ
ー
業
な
ど
は
、
適

格
簡
易
請
求
書
を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

◯◯◯（株）
登録番号　T123…

請求書

（株）△△△御中

12月分　131,200 円

××年 12月 31日

※軽減税率対象

合　　計　120,000 円　消費税 11,200 円
８％対象　40,000 円　消費税　3,200 円
10％対象　80,000 円　消費税　8,000 円

日付 品名 金額

12/1 魚 ※ 5,000円

12/2 豚肉 ※ 10,000円

12/3 食器 2,000円

… … …

登
録
申
請
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
開
始

　
令
和
５
年
10
月
１
日

登
録
申
請
手
続
き

　
令
和
５
年
３
月
31
日
ま
で

※�

10
月
１
日
か
ら
の
登
録
を

受
け
る
場
合
は
、
３
月
31

日
ま
で
に
登
録
申
請
手
続

き
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

登
録
申
請
方
法

申
請
方
法

・
e
‐
Ｔ
ａ
ｘ
、
郵
送

※�

e
‐
Ｔ
ａ
ｘ
で
は
、
電
子
証

明
書（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

カ
ー
ド
等
）等
が
必
要
と

な
り
ま
す
。
詳
し
く
は
、

Ｑ
Ｒ
コ
ー
ド
か
ら
ご
確
認

く
だ
さ
い
。 ◎

R5.3.31

R5.10.1からの制度に
間に合わせるためには、
R5.3.31までに手続き
をしてください。

R5.10.1

制度開始！

申請手続

２頁では書ききれない…。
詳しくは、国税庁HPを
確認してください…。

○
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生産・製造業者（A) 卸売業者（B) 小売業者（C) 消費者
売上げ 50,000 売上げ 70,000 売上げ 100,000 支払総額 110,000
消費税① 5,000 消費税② 7,000 消費税③ 10,000 消費者が負担した税額

仕入れ 50,000 仕入れ 70,000 10,000
消費税① 5,000 消費税② 7,000 　　※�消費者は、小売業者（C)に

10,000円の消費税を支払っ
ているが、その消費税は、（A)
(B)(C)の３者がそれぞれ
5,000円、2,000円、3,000
円を納付している。

納付税額（A) 納付税額（B) 納付税額（C)
①＝5,000 ②-①＝2,000

・�【仕入れの時】（B)は（A)に
55,000円支払う。

　（うち消費税5,000円）
・�【販売の時】（B)は（C)から
77,000円受け取る。

　（うち消費税7,000円）
→�売り上げた消費税のうち
5,000円は（A)に支払済なの
で、残りの2,000円を納付
する。

③-②＝3,000
・�【仕入れの時】（C)は（B)に
77,000円支払う。
　（うち消費税7,000円）
・�【販売の時】（C)は消費者から
110,000円受け取る。
　（うち消費税10,000円）
→�売り上げた消費税のうち
7,000円は（B)に支払済なの
で、残りの3,000円を納付
する。

消
費
税
の
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度

に
関
す
る
説
明
会

日
時
等

　
12
月
21
日（
水
）

　
①
消
費
税
の
課
税
事
業
者
向
け

　
　
午
前
10
時
～
11
時
30
分

　
②�

消
費
税
の
仕
組
み
か
ら
知
り

た
い
方
向
け

　
　
午
後
２
時
～
３
時
30
分

会　
場

　
二
本
松
税
務
署
１
階
会
議
室

　
（
二
本
松
市
亀
谷
１
‐
29
）

定　
員　
各
回
10
人（
先
着
順
）

申
込
方
法

　
左
記
ま
で
電
話
で
お
申
し
込
み

く
だ
さ
い
。

申
込
期
限

　
12
月
16
日（
金
）午
後
５
時

そ
の
他

　
説
明
会
終
了
後
、
希
望
者
を
対

象
に
、
登
録
申
請
手
続
き
を
サ

ポ
ー
ト
す
る「
登
録
申
請
相
談
会
」

を
同
時
開
催
し
ま
す
。

◎
問
い
合
わ
せ
・
申
し
込
み
…

　

�

二
本
松
税
務
署

　
☎（
22
）１
１
９
２

●消費税の負担と納付の流れ

生産・製造業者（A) 卸売業者（B) 小売業者（C) 消費者
売上げ 50,000 売上げ 70,000 売上げ 100,000 支払総額 110,000
消費税① 5,000 消費税② 7,000 消費税③ 10,000 消費者が負担した税額

仕入れ 50,000 仕入れ 70,000 10,000
消費税① 5,000 消費税② 7,000

納付税額（A) 納付税額（B) 納付税額（C)
①＝5,000 ②-①＝2,000 ③-②＝3,000

●インボイス制度が
　始まると…

（B)の求めに応じ、
（A)がインボイスを発行

（C)の求めに応じ、
（B)がインボイスを発行

生産・製造業者（A) 卸売業者（B) 小売業者（C) 消費者
売上げ 50,000 売上げ 70,000 売上げ 100,000 支払総額 110,000
消費税① 5,000 消費税② 7,000 消費税③ 10,000 消費者が負担した税額

仕入れ 50,000 仕入れ 70,000 10,000
消費税① 5,000 消費税② 7,000 　　※�消費者が支払う消費税額は、

10,000円のままで、影響は
ない。納付税額（A) 納付税額（B) 納付税額（C)

①＝5,000 ②＝7,000
※�消費税①を控除して納付す
る消費税を2,000円にする
ためには、（A)から発行され
たインボイスを保存しなけ
ればならない。

③＝10,000
※�消費税②を控除して納付す
る消費税を3,000円にする
ためには、（B)から発行され
たインボイスを保存しなけ
ればならない。

●インボイスを発行できないと…

①�インボイス発行事業者になると、前々年（基準期間）の売り上げが1,000万円以下であっても課税事業者と
して消費税の申告が必要となります。
②�農家の方がＪＡや市場へ出荷する場合は一定の要件の下、インボイスの交付義務免除の制度があります。
③�販売相手が一般消費者のみで、インボイスの交付を請求されない場合は、インボイスの発行事業者になら
なくても特に影響はありません。

インボイス発行事業者になるかどうかは「事業者の任意」です。

 

税
　
金

t a x 
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